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第１章 調査研究の概要 

 

 背景・目的 

【背景】 

2025 年に向け、介護人材を量と質の両面から確保するため、国と地域は二人三脚で、

「参入促進」「資質の向上」「労働環境・処遇の改善」を進めるための対策に総合的・計画

的に取り組むこととされている。都道府県が推計し、令和 3 年 7 月 9 日に公表された「第

8 期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」によると、2025 年度末に必要

な介護人材数は約 243 万人となり、2019 年度の約 211 万人に加え約 32 万人、年間 5.3 万

人程度の介護人材を確保する必要があると推計されている。 

各地域では、福祉・介護に対して抱いているイメージを向上させるための「体験型・参

加型イベント」の開催や「世代横断的な広報活動」の展開、「若年層、子育てを終えた

層、アクティブシニア層、介護事業者」に対してターゲット別のアプローチを実施し、福

祉・介護分野における多様な人材確保対策が行われている。しかしながら、介護現場にお

いては、人材不足が改善されていないという現状がある。 

また、昨今の COVID-19 の影響により仕事が減少し余剰人材を抱えている企業もあり、

航空業界等では自治体に人材を派遣するなどの取り組みが行われている。一方、介護業界

は慢性的な人材不足の上、COVID-19 による介護従事者の肉体的・精神的負担が増加して

おり、負担軽減が喫緊の課題でもある。 

 

【目的】 

本調査研究では、これまで介護人材確保策としてあまり注力されてこなかった「企業」

をターゲットとし、地域社会に貢献する取り組みを積極的に行っている地元企業が、通い

の場や介護施設等の高齢者が集まる場へ人材を派遣する試行的なモデル事業を行い、資格

を要しない業務等を企業から派遣した人材が実施することで、現場の作業の人材不足を補

うことが可能かを検討した。 

さらに、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場が求めている人材ニーズや課題と、

企業のできることのマッチング（ニーズ発掘・マッチング）を自治体が主体となって実施

ができないかも合わせて検討を行い、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場の活性化

を目指す事を目的とし、以下の３点の研究を行った。 

・通いの場や介護施設等および企業のニーズの収集・整理 

・通いの場や介護施設等へ企業からの人材派遣モデルの試行的実施 

・他地域へ普及させるためのニーズ発掘、マッチング手法の整理  
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 事業内容 

本調査研究は図表 1 に示す全体像で行った。 

市町村に対し、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場の運営における課題やニー

ズ、および現時点での解決方法（地域の企業等との連携）についてヒアリング調査を実施

した。 

企業に対しては、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場への従業員派遣の可能性や

実現するためのサポート等についてヒアリング調査を実施した。さらに、試行的実証とし

て、実際に企業の従業員が高齢者の集まる場へ訪問してレクレーション等を実施し、業務

の一環として継続的に実施が可能かの検証を行った。 

 

図表 1 本研究事業の全体像 

 

 ヒアリング調査 

〇自治体ヒアリング 

地域課題と企業のマッチング等、今回の企業の人材派遣モデルと類似した取り組みを実

施している 3 自治体に対してヒアリングを行った。ヒアリングでは、通いの場や介護施設

等における企業からの人材受け入れニーズ、現場が求めている人材、派遣された企業の人

材が活躍できる場、地域課題解決のための企業のサポート方法、今回のモデル事業の実施

可能性や課題等について現状の把握・整理を行った。 

〇企業ヒアリング 

地域貢献ニーズがあると考えられる高齢者分野に関して、現時点で何かしらの取り組み

を地元自治体と連携して実施している 4企業に対してヒアリングを行った。ヒアリングで

は、地元自治体等との交流状況、通いの場等への人材派遣ニーズ、派遣を行うにあたって

の課題、通いの場や介護施設等の地域課題とのマッチング手法の在り方等について整理を

行った。 
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 モデル事業の試行的実施 

福岡市内の企業の従業員が実際にサロン研修会でレクレーションを実施する派遣モデル

を試行的に行い、効果や課題の整理を行った。 

 

 成果発表（普及啓発） 

自治体と企業が連携する際の課題やニーズに関する本調査研究の結果を共有するととも

に、試行的実施内容の周知機会、および既に自治体とうまく連携している企業からの事例

を紹介する成果発表（普及啓発）イベントを開催した。 

 

 調査研究の実施体制 

本調査研究は、NTT データ経営研究所のメンバーにて企業および自治体のヒアリング調

査を実施し取りまとめを行った。モデル事業の試行的実施については、株式会社西日本新

聞社の協力を得て実施した（図表 2）。 

 

図表 2 事業実施メンバー 

氏名 所属・役職 

朝長 大 
株式会社 NTT データ経営研究所  

ライフ・バリュー・クリエイションユニット アソシエイトパートナー 

塙 由布子 
株式会社 NTT データ経営研究所  

ライフ・バリュー・クリエイションユニット シニアコンサルタント 

木下 祐志 
株式会社 NTT データ経営研究所  

ライフ・バリュー・クリエイションユニット コンサルタント 

筒井 卓也 西日本新聞社メディアビジネス局メディアビジネス部 

中村 祐介 西日本新聞社メディアビジネス局メディアビジネス部 
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第２章 通いの場や介護施設および企業ニーズの収集・整理 

 

 自治体および企業への調査実施概要 

九州厚生局管内の自治体に対し、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場での現状の

課題、今回想定している企業人材の派遣の可能性についてヒアリング調査を実施した。 

企業に対しては、これまでの高齢者分野における取り組み内容を調査するとともに、今

回想定している企業の人材派遣モデルの課題や実施可能性についてヒアリング調査を実施

した。 

自治体および企業へのヒアリング調査を通して、通いの場や介護施設等の高齢者が集ま

る場への企業の人材派遣モデルのニーズや課題を整理し実現可能性を検討した。 

 

 実施概要 

九州厚生局管内において、通いの場や介護施設等の高齢者が集まる場（以下、「通いの

場等」）と地元企業が連携している（もしくは類似の取り組みを実施している）と想定さ

れる 3 自治体へヒアリング調査を実施した。ヒアリングを通して、通いの場等の現在の取

り組み内容や課題、今回の企業の人材派遣モデルについて検討すべき事項の意見収集を行

った。 

企業へのヒアリング調査に関しては、九州厚生局管内において健康増進や介護予防に関

する取り組みに関心があり（または一部取り組みを実施している）業種の異なる企業 4 社

へ、高齢者分野での現在の取り組みの概要や今回想定している企業の人材派遣モデルを継

続的に実施していくための課題・検討事項の意見収集を行った。 

自治体および企業へのヒアリング調査の結果から、通いの場等へ企業の人材派遣モデル

を実施するために行政として求められるサポート事項を取りまとめた。 

 

 スケジュール 

ヒアリング調査の実施の流れは、まず調査対象を選定し、調査項目を決定した後、実施

日を調整して実際に行った。スケジュールは下記の通りである（図表 3）。 

 

図表 3 ヒアリング調査実施スケジュール 

2021 年 7 月  調査対象自治体および企業のリサーチ 

2021 年 8 月  調査対象自治体および企業の決定 

 ヒアリング調査項目の作成 

2021 年 9 月・10 月  調査対象自治体へのヒアリング調整・実施 

 自治体ニーズ・課題の取りまとめ 
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2021 年 10 月・11 月  調査対象企業へのヒアリング調整・実施 

2021 年 12 月  自治体および企業のヒアリング結果のまとめ 

2022 年 1 月・2 月  ヒアリング調査および企業の人材派遣モデルの試行的実

施結果を反映した取りまとめ 

 

 調査項目 

自治体へのヒアリング調査では、通いの場等を担当している部署および企業との連携等

を担当している部署を対象に、通いの場等の現在の取り組み内容や課題、今回の企業の人

材派遣モデルについての意見収集を行った。詳細のヒアリング項目は下記の通りである

（図表 4）。 

 

図表 4 自治体へのヒアリング項目 

 

企業へのヒアリング調査では、高齢者分野の取り組みを担当している部署を対象に、現

在の高齢者分野への取り組みの内容や、今回想定している企業の人材派遣モデルを継続的

に実施していくための課題や検討事項の意見収集を行った。詳細のヒアリング項目は下記

の通りである（図表 5）。  
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図表 5 企業へのヒアリング項目 

 

 調査結果 

ヒアリング調査は、3 自治体（市（区含む）；2 自治体、県；１自治体）と４企業（異な

る業種）に対して実施した。 

 自治体調査結果 

ヒアリングを実施した 3 自治体の概要は下記の通りである（図表 6）。 

 

図表 6 自治体ヒアリング実施先概要 

 

各自治体のヒアリング結果を項目別にまとめた。 

高齢者分野の取り組みの現状として、介護分野の人手不足や運営側の高齢化が課題とし

て挙がり、企業からの運営面でのサポート等の介入が考えられた。一方で、一般企業が通

いの場等で活動をする際に、営業活動と捉えられないよう留意する必要があるとの意見も

挙がった。また、現時点で企業と自治体の連携に関しては、ボランティアとしてネットワ

ークが築かれている自治体から連携のない自治体まで様々であった（図表 7）。 
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図表 7 介護分野の現状 

 

企業からの人材の受け入れに関しては、移動手段のサポートや、通いの場等を通じた買

い物支援など、介護人材不足や参加者の高齢化に起因する内容のニーズが挙げられた。 

一方で、通いの場等の要望が過度にならないように自治体が介在して通いの場等と企業

の適切な距離感を保つ調整や、企業の人材が通いの場等に実際に赴く前に高齢者への理解

を深めるため、認知症サポーターの研修等を実施する必要があるのではないかとの意見が

挙がった。また、通いの場等の現場では、日々の業務の切り分け・切り出しを行い業務の

整理をし、企業やボランティアにお願いできる業務を整理しておく必要があるとの意見も

挙がった（図表 8）。 

 

図表 8 企業からの人材派遣を受け入れるにあたっての意見 

 

企業との効率的なマッチングを可能にするためには、まずは自治体が通いの場等のニー

ズと企業ができることの両方を把握することが要件であると考えられた。 
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また企業が通いの場等のサポートを行う取り組みを、今後、他の自治体に展開する際の

ポイントとしては、自治体ごとの地域差を考慮する必要があるとの意見が挙がった（図表 

9）。 

 

図表 9 企業とのマッチング方法の可能性 

 

 企業調査結果 

ヒアリングを実施した 4 企業の概要は下記の通りである（図表 10）。 

 

図表 10 企業ヒアリング実施先概要 

 

各企業のヒアリング結果を項目別にまとめた。 

高齢者分野の取り組みの現状は、介護施設への訪問演奏会の実施、地域の見守り、ウォ

ーキングイベント・健康セミナーの実施、養成講座（高齢者に関する事項）・サロンの運

営等、企業ごとに様々であった。 

しかし、現状として自治体との連携はない（これから連携していきたい）企業が多く、

連携のある企業に関しても包括連携協定は締結しているものの、具体的に自治体と連携し

た取り組みは実施されていなかった（図表 11）。 
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図表 11 現状の高齢者分野の取り組み状況 

 

企業から通いの場等へ人材を派遣することについて、現状においてはどの企業（業種）

も人手不足の上、企業へのメリットがなく、業務内で人材を派遣することは困難であると

の意見が多かった。ただし、何かしら本業につながるような形（主に営業面）での講演・

講座の実施であれば人材の派遣の可能性が窺えた（図表 12）。 

 

図表 12 企業が人材派遣を実施するにあたっての意見 

 

通いの場等とのマッチングに関して、現状では企業側が通いの場等側からの要望に応え

る形でのマッチングのみであるが、例えば、自治体側が新規に取り組みたいアイデアを公

開し、そのアイデアを実施可能な企業が手挙げしてサポートする、というマッチング手法

が想定されるとの意見が挙がった。また、企業の人材を派遣する際には、高齢者に関する

特性（認知症、身体的衰え等）についてある程度学習する必要がある（高齢者の状況をあ

る程度理解できていると現場での対応方法も変わってくるため）との意見も挙がった。 
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今後、企業の人材派遣を広く展開していく際には、企業の人材育成につながることや、

企業の商品ターゲットが高齢者である等、企業側のメリットも考慮してほしいとの意見が

挙がった（図表 13）。 

 

図表 13 企業が通いの場等へ人材派遣を行うにあたって 

 

 自治体および企業へのヒアリング結果まとめ 

自治体および企業へのヒアリング結果より、企業と通いの場等とのマッチング手法とし

て、自治体側が通いの場等のニーズ・課題を把握しそれらを企業との会合等で案内する方

法と、自治体が通いの場等で新規に取り組みたい内容を企業等へ公開し、実施可能な企業

が手挙げしてサポートする方法の、２通りの方法が考えられた。 

上記を実現するための準備として、自治体側は、通いの場等が新規に取り組みたいアイ

デアや現状の課題を企業が閲覧できるように公開する仕組みを構築したり、地元企業が参

加している会合の場への出席や企業の事業内容について情報収集したりすることが必要に

なる。また通いの場等の受け入れ側は、企業の人材が現場に入った際に依頼内容について

認識齟齬を起こさないため、専門職が実施すべき業務とそうでない業務の切り分け・切り

出しなどを行い、実施すべきことを明確にしておくことが必要になる。企業側は、自治体

との接点の機会を増やすために自治体が実施する会合へ参加したり、通いの場等で実施可

能な取り組み内容の検討をしたりする必要があるが、公益性（企業の営業色が強くならな

い工夫）が求められるため自治体と相談して進められる体制が構築できると望ましい。さ

らに、企業側の従業員が通いの場等へ出向く前には、高齢者の特性を理解する研修会や学

習が実施できるとより好ましい（図表 14）。 
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図表 14 マッチングを実施するための準備 
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第３章 通いの場や介護施設等へ企業から人材を派遣するモデル事業の試行的

実施 

 

 モデル事業の試行的実施の概要 

九州厚生局管内で、健康増進や介護予防に関する取り組みに関心がある企業の従業員を

通いの場や介護施設等に派遣するモデル事業を試行的に実施し、人材不足を補う効果や通

いの場等のニーズを検証し、企業が人材を派遣するモデルの課題等の整理を行った。 

 

 実施概要 

今回は、COVID-19 の影響により通いの場等の高齢者が集う場所の開催が不定期であっ

たため、サロン研修会（ふれあいサロンの運営等を実施する地域住民ボランティア）に株

式会社西日本新聞社の従業員が訪問し、研修会の参加者を対象に実際にレクレーションを

実施した。なお、西日本新聞社にて高齢者向けに提供できる内容を検討した結果、「脳ト

レ」「スマートフォン活用講座」の２つを準備し、「脳トレ」について実際にレクレーショ

ンを 15 分程度実施した。 

企業からの人材派遣を継続的に実施した際の企業側のメリットとして、企業ブランド

（認知）の向上と、レクレーションしたサービスの契約等を想定した（図表 15）。 

 

図表 15 試行的実施の全体イメージ 
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 実施対象・スケジュール 

2 つのふれあいサロン研修会にて、企業の従業員がレクレーションを各２回、合計４回

実施した。詳細は下記の通りである（図表 16）。 

 

図表 16 ふれあいサロン研修会内容 

 

なお、ふれあいサロン研修会開催までのスケジュールは下記の通りである（図表 17）。 

 

図表 17 実施スケジュール 

2021 年 7 月  企業から実施予定自治体へ通いの場等の高齢者の集いの

場の紹介を依頼 

2021 年 8 月・9 月  自治体から紹介された社会福祉協議会にて、受け入れ先の

選定 

2021 年 10 月  選定されたふれあいサロン研修会の担当者と企業にて 

日程や内容についての調整 

2021 年 11 月・12 月  ふれあいサロン研修会の開催 

 研修会実施に回収したアンケート集計 

 

 調査事項 

高齢者と接点が少ない企業の従業員を派遣するモデルを実施して、ふれあいサロン（通

いの場等）の人材不足を補う効果等があるかの検証、および企業が従業員をふれあいサロ

ン（通いの場等）へ派遣する場合の課題や実施可能性について検証を行った。各調査項目

の詳細は以下の通りである（図表 18、図表 19）。 
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図表 18 ふれあいサロン研修会のアンケート項目 

 

図表 19 企業側のアンケートおよびヒアリング項目 

 

調査方法は、ふれあいサロン研修会側に対しては研修会参加者へのアンケート調査、企

業（派遣従業員）側に対しては開催報告書および実施担当者へのヒアリング調査を実施し

た。 

 

 実施結果 

2 つのふれあいサロン研修会で、企業の従業員１名がメインとなり、高齢者の前で「脳

活新聞の紹介」と「脳トレ」を１回 15 分程度、各会場２回、計４回実施した。参加者は

合計 127 名であった（図表 16）。 
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 準備 

実施受け入れ先の選定から当日の実施までの準備フローとその際の確認事項や留意点等

をまとめた（図表 20）。 

今回、実施にあたって、自治体から通いの場等を企業に直接紹介してもらうことは公平

性の観点から難しかった。しかし、社会福祉協議会の紹介は可能であったため、社会福祉

協議会を通して実施場所の通いの場等の調整を行った。 

 

図表 20 準備のフローおよび留意点のまとめ 

 

通いの場等の受け入れ先となるフィールドの選定に際しては、自治体の直接的なサポー

トがあると企業はスムーズに現場に入ることができる。自治体による直接の紹介が難しい

場合は、候補となる通いの場等のリストを自治体が企業に提示し、企業が希望する通いの

場等の連絡先等を提示する等のサポートを自治体が実施することで、企業は通いの場等と

ファーストコンタクトが取りやすくなる。 

フィールド調整以降は、企業と通いの場等が主体となってすすめることができるため、

自治体の積極的なサポートは必要ないと想定された。 

 

 実施当日 

参加者は 60 代、70 代の女性が多かった（図表 21）。今回は日頃からふれあいサロンの

運営やボランティア活動をしている方を対象とした研修会であり、要介護認定などを受け

ていない方が対象であったため、一定程度の工夫（配布物の文字を大きくする、ゆっくり

話す等）は必要であったものの、企業の従業員は特別な配慮をすることなく双方向性のレ

クレーションをスムーズに実施することができた（図表 22）。 
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図表 21 参加者の年齢・性別 

 

図表 22 実施風景 

 

実施後の企業側の成果としては、参加者とコミュニケーションをとり楽しみながら「脳

トレ」問題を実施できたことで、会場を盛り上げつつ脳活新聞の周知を広げることができ

た。さらに、現場で実際に活動することで、サービス提供の方法について温度感やニーズ

を把握することができた、などが挙げられた。 

課題としては、一方的な説明や講演では参加者に興味・関心を持ってもらうのは難しい

ため、双方向性のコミュニケーションが必要であることがわかり、人前で臨機応変に対応

※アンケート回答者のみ集計（ｎ=122） 
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できる準備が必要であった。初回から人前で話すことが難しい場合は、運営サポート（出

欠確認や準備等）や短い案内などのステップを踏み、通いの場等の参加者と信頼を構築し

活躍の場を広げていくことが必要と想定された。 

また、通いの場等のニーズが高まり企業へ依頼が増加した場合には、全てに対応するこ

とが難しいため、その場合の対応についての検討が必要となる。今回の実証では、本来想

定していたサービス（脳活新聞）のみの提供では、通いの場等側の担当者がレクレーショ

ンでの使用が難しいことが確認できたため、通いの場等でサービスをどのように使用する

のかの導入支援も必要と想定された。 

なお、今回は試行的実施のため企業側で試行錯誤しながら実施したが、今後通いの場等

への従業員の派遣に関心を持つ企業が取り組みをスムーズに行うためには、他企業の事例

紹介があると取り組みへのハードルが低くなるのではないかとの意見があった。 

 

 ふれあいサロン研修会参加者（受け入れ側）アンケート結果 

今回のふれあいサロン研修会参加者 127 名にアンケートを実施し 122 名から回答を得

た。アンケートの結果は以下の通りである（図表 23～図表 30）。 

 

図表 23 開催しているふれあいサロンの 1回あたりの規模感および参加者 

 

 

 

 

 

①5~10人以下

19

16%

②11人~20人以下

61

50%

③21人以上

34

28%

無回答

8

6%

（SA,ｎ=122）
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図表 25 開催しているふれあいサロンの活動内容 

 

  

76

29

39

69

48

31

1

40

28

43

29

88

15

3

40

9

12

8

0人 20人 40人 60人 80人 100人

①講演会・講話会

②手芸

③歌（カラオケ）

④ゲーム

⑤脳トレ

⑥工作・創作

⑦書道

⑧お話会

⑨健康相談

⑩茶話会

⑪食事会（料理）

⑫運動・体操

⑬体力・健康測定

⑭踊り

⑮季節のイベント

⑯園児・学生との交流

⑰その他

無回答

（MA,ｎ=122）

図表 24 開催しているふれあいサロンの参加者 

79

33

8

33

12

0人 20人 40人 60人 80人

①介護認定がない方

②要支援認定の方

③要介護認定の方

④それ以外

無回答

（MA,ｎ=122）
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図表 26 開催しているふれあいサロンの活動頻度 

 

 

 

図表 27 利用者からの新しい活動内容の要望有無 

 

  

①月１回
76

62%②月２回
23

19%

③月３回
2

2%

④週1回
4

3%

⑤週２回以上
3

3%

その他

5

4%

無回答

9

7%

（SA,ｎ=122）

①新しい活動への要

望はない

71

58%②新しい活動への要

望がある

16

13%

無回答

35

29%

（SA,ｎ=122）
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図表 28 運営で課題と感じていること 

 

  

15

6

3

13

35

16

48

36

38

21

①開催場所の確保

②開催頻度

③開催時間

④運営者の確保

⑤ボランティアの確保

⑥講演者・講話者の確保

⑦参加者の募集

⑧活動内容（現在の活動内容の工夫）

⑨活動内容（新しい活動の追加）

無回答

0人 20人 40人 60人

（MA,ｎ=122）
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図表 29 新しい活動を取り入れる際に検討すること 

 

 

図表 30 企業が提供可能な活動を案内する際の情報提供方法 

 

 

43

26

32

2

10

12

2

32

2

33

①内容

②費用負担

③運営側での準備物

④活動頻度

⑤効果

⑥運営方法

⑦他での活動実績

⑧参加者の関心がありそ

うか

⑨その他

無回答

0人 20人 40人 60人

（MA,ｎ=122）

83

10

6

30

①行政や社会福祉協議会から案内冊子の

配布

②行政や社会福祉協議会等のホームペー

ジへの掲載

③その他

無回答

0人 20人 40人 60人 80人 100人

（MA,ｎ=122）
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アンケート結果より、ふれあいサロンは「月１回で１回あたり 11 名～20 名程度」が参

加、参加者は「介護認定がない方（実施場所までご自身で来場できる方）」向けに実施し

ている場合が多かった。 

実施内容は、「運動・体操」「講演会・講話会」が多い傾向があり、「参加者の募集」「活

動内容（新しい活動の追加・現在の活動内容の工夫）」「ボランティアの確保」が運営の課

題として多かった。 

また、新しい活動を取り入れる際に検討することは、「内容」「参加者の関心があるか」

「運営側での準備物」が多い傾向であった。 

 

 今後の展開に向けて（まとめ） 

今回のふれあいサロン研修会でのアンケート結果より、通いの場等の運営者の現在の課

題として「参加者募集」「新しい活動内容の追加」が多い傾向があり（図表 31）、これは

企業側から新しいレクレーション等の提案があれば受け入れられる可能性があることを示

唆する。合わせて、企業側が通いの場等の参加者集めの段階から連携（サポート）が可能

であれば、より実現可能性が高まることも想定された。 

 

図表 31 ふれあいサロン運営者のサロン運営の課題 
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企業側は、本業に影響を与えることなく継続的に取り組みを実施することを想定した場

合、短時間（30 分~１時間）のレクレーション等であれば実施に向けた検討が可能にな

る。また、企業が継続的に通いの場等へ人材を派遣するにあたっては、企業側のメリット

も必要になってくる。 

その他、今回の試行的な実施から得られた企業が人材を派遣するための条件等を下表に

まとめた（図表 32）。 

 

図表 32 企業が通いの場等へ人材の派遣を実施するため条件 

対象等  元気な高齢者（ご自身で会場に来られる方）が集まるサ

ロン等の通いの場 

 40 名程度かそれ以下の人数（大人数であると双方向のや

り取りが難しい） 

継続性  本業の合間に実施する場合は、１時間以内の短時間での

実施 

 企業として最終的に営業面等におけるメリットが必要に

なるため、企業のサービス案内等ができること 

※自治体でどの程度の営業（案内）をしてよいかの基準

や例を予め設定すると企業側は分かりやすい 

企業側に

求められ

ること 

 企業（営業）色を出しすぎないレクレーション等の実施 

 通いの場等に出向く企業の従業員の高齢者の特性理解

（初回から通いの場等でレクレーション等が難しい場合

は運営サポート（出欠確認や準備）から実施し高齢者理

解・活動機会を拡大していく） 

自治体か

ら必要な 

サポート 

 どのようなレクレーションや講演等を通いの場等が求め

ているか等のニーズ（情報）の提供 

 実際の企業の取り組み事例紹介（新たに実施を希望する

企業がイメージしやすくなる） 

 自治体側から企業への定期的な情報発信 

 自治体側における企業を受け入れる体制づくり 

 

企業は、通いの場等がどこでどのような取り組みを実施し、どのようなニーズがあるの

かの把握が難しいため（把握する機会も少ないため）、自治体側に企業と通いの場等をつ

なぐ役割を担う基盤があると実現可能性は高くなる。 
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第４章 普及啓発セミナー 

 

 実施の背景・目的 

本調査研究において調査対象となった企業や企業の人材が、通いの場等の高齢者が集ま

る場をサポートする取り組みを実現させる可能性や、実現に向けての準備事項について紹

介した。そのほかにゲスト講演として「地域課題抽出とその課題解決のための自治体と地

元企業の連携の取り組みポイント」について、「高齢者が集まる場等へ地元企業の従業員

が実際に出向きレクレーションを実施した実体験」の講演を行った。 

普及啓発セミナーを実施することで、企業に対しては自社の人材を通いの場等へ派遣す

ることを具体的にイメージしてもらうことを、自治体に対しては企業の人材を通いの場等

で受け入れるためのサポート内容や、実際に事例に触れることで実現可能性のイメージを

持ってもらうことを目的とした。 

 

 開催内容 

普及啓発セミナーは、「福祉現場の活性化のための企業連携の方法を考える」と題し

「在宅医療・介護連携推進事業の課題と対応策、県の役割を考える」の普及啓発セミナー

と同日に開催した。詳細は以下の通りである（図表 33）。 

 

図表 33 「福祉現場の活性化のための企業連携の方法を考える」セミナー 

実施概要 

開催日時 2022 年 2 月 17 日（木）15:30－16:30 

開催方法 ウェビナー形式 

対象参加者 ・地元企業との連携ヒントを得たい市町村の担当者 

・介護福祉分野で地域づくりに取り組む市町村の担当者 

・市町村との連携ヒントを得たい民間企業の担当者 

※参加者募集は、九州厚生局から各県に案内いただき、各

県から市町村へ案内をいただいた。その他、九州経済産業

局から自治体の商工部門への案内、九州ヘルスケア産業

推進協議会から会員への案内をいただいた。 

※オンライン開催のため、参加人数は上限なしで事前申

込制とした。 

プログラム 1. 開会あいさつ 

（厚生労働省 九州厚生局 地域包括ケア推進課 

 課長 山口隆久） 

2. 調査結果報告 

（株式会社 NTT データ経営研究所） 
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3. 事例紹介１；介護福祉現場における地域課題を解決

するための企業と自治体の連携の在り方 

（株式会社くまもと健康支援研究所 代表取締役 

 松尾洋） 

4. 事例紹介２；福祉現場への派遣実施の事例紹介 

（株式会社西日本新聞社 メディアビジネス局  

 メディアビジネス部 中村祐介） 

5. 質疑 

6. 閉会 

 

図表 34 「福祉現場の活性化のための企業連携の方法を考える」セミナー 

案内チラシ 

 

 開催結果 

申込者数は 144 名で、当日の参加者は 103 名であった。 

各講演の発表内容の概要は以下の通りである。また、当日の発表資料（公開用）は参考

資料（p.31~）の通りである。 
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① 調査結果報告 

本調査結果の報告として、3 自治体および 4 企業へ高齢者分野の取り組みや課題のヒア

リングを実施した結果の報告、企業の人材を通いの場等へ派遣するモデルの試行的実施か

ら得られた示唆、企業が通いの場等へ出向いていくために自治体に求められる「つなぐ」

役割を担うための準備事項について紹介。 

 

② 事例紹介１；介護福祉現場における地域課題を解決するための企業と自治体の

連携の在り方 

介護福祉現場における地域課題を具体的な数字を用いて解説し、課題解決に必要な事項

について企業と自治体の双方の視点から解説。最後に、実際に企業と自治体により地域課

題を解決した事例を紹介。 

 

③ 事例紹介２；福祉現場への人材派遣実施の事例紹介 

本調査研究の「通いの場や介護施設等へ企業からの人材派遣モデル事業の試行的実施」

において実際に人材派遣を行った西日本新聞社の従業員より、今回の準備から実施までの

流れと実施内容を説明。最後に、今回のまとめとして成果や課題等を発表。 

 

図表 35 当日の講演風景 
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なお、視聴者からの質疑は以下の通りである。 

 

質疑 1（事例紹介 1）；スナックを通いの場とするアイデアが面白いと思いました。 具

体的にはどのようなことをされていたのでしょうか？ また他にも通いの場として、有効

な主体はあるのでしょうか？ 

 

回答；（コロナ禍後）自治体側として商工会と連携し、飲食店（居酒屋）や喫茶店のオー

ナーに通いの場の主体になってもらい、通いの場としての広報を自治体に担ってもらう計

画をしています。 

主体としては、リアル喫茶店での認知症カフェの開催や、居酒屋でのランチ会など、民間

企業に売り上げとして計上可能な方法はまだあると考えます。 
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第５章 総 括 

 

通いの場等の活性化を目的に、企業が通いの場等へ出向くことを促すために自治体側に

求められるサポート（つなぎ）に必要な事項、および通いの場等と企業をマッチングする

ための支援方法について本調査研究の結果としてまとめた。 

まず、企業が通いの場等へ出向くためには、自治体側でのサポート（つなぎ）が必要で

ある。サポートに必要な準備事項を以下に整理した。 

 

① 自治体における、通いの場等および企業の情報収集（課題・ニーズ収集） 

自治体（公益性が担保された機関）にて、通いの場等における地域の課題・現場ニーズ

を把握し、企業側のニーズ・シーズの把握を行う。自治体の一担当課による対応ではアプ

ローチが難しいこともあるため、通いの場等の情報収集は福祉部門が、企業の情報収集は

商工部門が、というように相互連携の体制を整えることが望ましい。現場の課題や現状を

把握し課題解決につなげている自治体は、庁内での横の連携が密に行われている場合が多

くみられた。 

 

② 自治体の通いの場等と企業をつなぐ基盤づくり 

今回のヒアリング調査や試行的な実証から、自治体を通じて企業が通いの場等へ出向く

取り組みを開始するにあたりいくつかの課題があった。 

1 つ目は、企業から自治体へ問い合わせる際、問い合わせ先が不明なことである。企業

が動き出そうと思った際に、問い合わせ先が不明で担当につながるまでに時間がかかるこ

とがあったため、分かりやすい問い合わせ先（受け入れ口）があることが望ましい。 

2 つ目は、実際に企業が通いの場等へ出向いていく準備の段階において、通いの場等で

実施してよいこと（自治体から通いの場等を直接紹介する場合の条件）等について自治体

としての条件がないことである。自治体としての依頼事項や実施可能な範囲を予め作成し

明示することで、企業は通いの場等へ提案する前に実施内容を検証することができ通いの

場等との調整もスムーズに行える。具体的には、商品やサービス等について PR 可能な範

囲、社名の公開、実施時間、継続性、自治体の介入内容などが挙げられる。実施事例を紹

介することで、これから参加する企業は取り組みイメージがしやすくなる。 

さらに、自治体内の各部署が持つ地域課題を共有できていない場合もあるため、部署間

の連携により通いの場等や企業の情報を共有することで課題解決のヒントが得られること

もある。上記のような取り組みを実施して、企業を受け入れるための基盤づくりを進めて

いくことが必要である。 
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③ 自治体と企業、自治体と通いの場等のネットワークづくり 

「①自治体における、通いの場等と企業の情報収集」と重なる部分もあるが、企業にお

いては自治体からの情報が届きにくいという課題も挙がっているため、通いの場等との連

携に関する情報が、地元企業の集まりや地元企業の関係団体を通して各企業に届くよう、

自治体から定期的に情報発信できるとよい。 

また、自治体が通いの場等の運営スタッフが集まる場で情報収集することはネットワー

クづくりの１つであるが、それに加えて、自治体側から通いの場等の運営スタッフへ企業

の情報を発信できると様々なネットワークが広がることが期待される。 

 

以上、３点は各自治体で現状が異なるため必ずしも①~③を順番に実施する必要はな

く、自治体として取り組める内容から実施していくことがスムーズなステップになると想

定された。 

 

通いの場等と企業とをマッチングするための自治体の支援方法については、実施方法別

に以下にまとめた。 

 

① 会合等での個別マッチング 

地元企業で様々な分野の会合等（集まり）が実施され自治体が定期的に参加している場

合に、通いの場等が抱えている課題を解決できそうな企業へ自治体から個別にアプローチ

してマッチング支援する方法である。 

事例では、通いの場等が抱えている課題に対して類似した事業を行っている地元企業

や、新たな取り組みを検討している企業へ相談することで実現可能性が高まっていた。 

 

② 相互交流の場でのマッチング 

通いの場等の運営スタッフ、企業の新規取り組み等の担当者等が相互交流できる場を設

定し、双方が主体的に交流することによりマッチング支援する方法である。 

事例では、セミナー形式で地域課題の発表や企業の取り組みを紹介し、関心がある通い

の場等と企業のマッチング支援を行っていた。さらに、自治体単独ではなく様々な公的機

関（県、九州厚生局、九州経済産業局、九州ヘルスケア産業推進協議会等）と連携するこ

とで参加団体をより多く集めることも可能であると想定される。 

 

③ 冊子配布による日常的マッチング 

自治体にて企業側が提供可能な取組内容を取りまとめて冊子にし通いの場等へ配布し

て、通いの場等が必要な時にいつでも閲覧できる状況を設定するマッチング支援の方法で

ある。また、通いの場等が冊子を閲覧して企業に人材派遣を依頼する場合の、問い合わせ
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のハードルが低くなる工夫（自治体の問い合わせ先の明確化、専用窓口設置等）をするこ

とで、実現可能性が高まると想定される。 

 

以上、通いの場等と企業とをマッチングするための自治体の支援方法を 3 つ紹介した

が、どの方法が効果的であるかは自治体ごとに異なることが想定される。 

企業が通いの場等へ出向いていく際に自治体側に求められるサポート（つなぎ）の準備

事項と合わせて、実施が可能なマッチング支援から取り組んでいくことで実施のハードル

は低くなる。 

 

本調査研究は、自治体、企業、通いの場等の高齢者が集まる場の各意見を収集して調査

を進めたが、立場の違いによって課題や認識が異なるため、3 者で地域課題等の共通認識

やコミュニケーションの場を設定するなど接点を持つためのきっかけづくりからはじめる

ことが必要である。次年度以降、モデル地域を設定し、地域において実証・検証（自治体

がつなぐ・マッチング支援等）を行い、九州管内に展開していくことが望まれる。 



参考資料 

 

31 

 

参考資料 

※普及啓発セミナー；「福祉現場の活性化のための企業連携の方法を考える」の各演者

の講演資料 

 

①調査結果報告（NTT データ経営研究所） 
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②事例紹介１；介護福祉現場における地域課題を解決するための企業と自治体の連携の

在り方（くまもと健康支援研究所） 
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③事例紹介２；福祉現場への派遣実施の事例紹介（西日本新聞社） 
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